（R07　夏　府高教　専門部【青年部】）
項目２（１）（あ）
〇　初任者研修及び10年経験者研修については、教育公務員特例法の定めるところにより、任命権者に研修の実施が義務付けられており、府教育庁としては、その内容の充実に努めているところ。
〇　平成28年度から、「学び続ける教員の育成」や「理論と実践の往還によるOJTの推進」等をめざして研修体系の見直しを行った。
〇　その結果、初任者研修については、全25回のうち4回分を2～4年次研修（インターミディエイトセミナー）に移行した。10年経験者研修については、「希望により最大9回分を５～９年次研修（アドバンストセミナー）として前倒しで受講できるようにするなど、受講時期の弾力化を図っている。
〇　また、2～4年次研修では1回分を、アドバンストセミナーでは最大3回分を、10年経験者研修では4回分を、教育センターでの研修から学校での実践研修とした。
〇　今後も、研修をより効果的で充実したものにするため、研修内容や研修方法の工夫を図ってまいる。
〇　初任者研修に係る代替措置については、常勤講師や非常勤講師にて措置しているところ。
項目２（１）お
〇　保護者や地域住民の学校に対する要望については、その思いを十分に聞き取り、事実関係を正確に把握したうえで、学校組織として迅速な課題解決を図ることが重要である。
〇　その際、学校だけでは解決が困難な課題等については、初期対応の段階から、学校がスクールロイヤーに相談することにより、早期解決につなげ、教職員の負担軽減を図ってまいる。
項目２（４）
〇　施設のすべての窓に網戸を取り付けることは、現在の府の厳しい財政事情においては困難な状況であり、今後の課題と考えている。
〇　教育庁では、平成16年度に設置した府立学校の普通教室等の空調設備を令和3年度から令和5年度にかけて更新し、平成30年度から令和5年度にかけて支援学校の特別教室への空調設置を行った。
〇　体育館の空調設備については、令和4年度に大阪市から移管された府立高校を除き、令和元年度から5年度にかけて設置した。
なお、移管校については、令和6年度に設置を行った。
〇　府立高校の特別教室の空調設備については、各校の音楽室やLAN教室に加え、視聴覚教室など、使用頻度の高い3教室も対象に設置している。
〇　平均気温の上昇や猛暑日の増加など環境の変化を踏まえ、特別教室使用状況等を検証した上で、生徒の学習環境の改善に必要な対策を検討してまいる。
〇　また、教員については、職員室に空調設備を設置済みであるが、職員室内にすべての教員の席が確保できない学校については、各校の状況を確認しながら、個別に対策を検討してまいる。
項目２（５）
〇　「第4次大阪府障がい者計画（後期計画）」の実行目標では『高等学校施設において、障がいのある生徒の学習活動に支障がないよう、エレベーターの整備、手摺り設置、スロープ設置、トイレ改修などのバリアフリー化に努める。』としていることから、今後とも、学校における実情を勘案した上で、適した形式のエレベーター等の整備に努めてまいる。
項目２（１１）
〇　府教育庁では、従前の「職場におけるパワー・ハラスメントの防止及び対応に関する指針」「職場におけるセクシュアル・ハラスメントの防止及び対応に関する指針」「職場における妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントの防止及び対応に関する指針」を一つに統合し、校長等管理監督者はもとより、教職員一人ひとりが、ハラスメントについての正しい理解と十分な認識をもって、すべての職場でハラスメントのない快適な働きやすい環境づくりを目指している。
〇　ハラスメント相談窓口としては、各学校、教職員人事課、府職員総合相談センターのほか、令和4年度からはハラスメント専門相談窓口を外部相談機関に委託し、令和7年度より外部専門相談窓口の相談を日曜日にもできるように拡充した。また、校内窓口以外の各窓口では、ハラスメント相談の専用メールを設置しており、24時間いつでもメールで相談することが可能となっているなど、事案が発生した場合は、指針に基づき関係者のプライバシーに配慮しつつ、相談者に寄り添いながら対応することにしている。
〇　各学校の校内窓口となる相談員の方々が相談者から相談を受ける際に、適切かつ効果的な対応を行うためのマニュアルとして、『ハラスメント相談員の手引き』をハラスメント指針とともに、年度当初と秋の2回、府立学校校長・准校長あてに送付し、教職員への周知を依頼している。今後も、相談窓口についての周知を図るよう努めてまいる。
〇　さらに、従前より教職員に対して、指針や相談窓口の周知徹底を図っているが、「府立学校に対する指示事項」においても、職場におけるハラスメントの防止を取組の重点事項として掲げるとともに、ハラスメントの未然防止、良好な勤務環境の維持、校内相談窓口の周知と適切な対応を取組項目として挙げている。
〇　セルフチェックシート（パワハラ　セルフチェック）については、指針等とあわせて、府立学校校長・准校長に送付しているところ。今後も効果的に活用できるよう努めてまいる。
項目２（１７）
〇　ＩＣＴネットワーク及び校務処理システムについては、全校への整備及び円滑な運用のため、電話及びメールによるサポート窓口（府立学校ＩＣＴネットワークサポートセンター）を設置し、操作方法等に関するサポートを行っているところ。
〇　ＩＣＴに関する設備・機器のメンテナンスについても、保守事業者、府立学校ＩＣＴネットワークサポートセンター及び学校関係者が協力しながら、迅速な対応をしているところ。
また、全校ポータルサイトに手順書や様式を掲載し、ネットワークを管理されている教職員の負担軽減になるよう努めている。
〇　校務処理システムの運用については、使いやすいシステムにするべく必要に応じて改修を行っている。また、各学校では、状況に対応した工夫をしながら、活用していただいているところ。
〇　今後もＩＣＴネットワーク及び校務処理システム及び校務処理システムを各学校で活用していただけるよう、改善策を検討していきたいと考えている。
〇　併せて、GIGAスクール運営支援センターを設け、全教職員を対象として、児童生徒1人1台端末に関する問合せ対応やFAQサイトの充実、学校訪問による状況の調査や問題の解決を行うとともに、クラウドサービスに関する設定作業の代行等を通じて、各校の支援を実施しているところ。
〇　また、学校の広報活動については、府教育庁としても公立高校進学フェアの開催や公立高校等ガイドの発行、学校検索サイトの更改、外部機関等と連携したSNS活用研修の開催等を通じて、各校の実情に応じて様々な媒体を用いて広報活動ができるよう支援しているところ。引き続き、各校における魅力ある教育活動等の発信に向けたサポートに努めてまいる。
項目２（１８）
〇　府教育庁においては、学校図書館の円滑な運営体制の構築を指示する「学校図書館運営体制の基本的方針」や、学校図書館の役割、業務マニュアルなどを示す「学校図書館活性化ガイドライン」を策定し、府立学校に配置している司書教諭を中心に、全教職員の協力のもとに、学校図書館機能を維持していただいていると認識している。
項目２（１９）
〇　評価・育成システムでは、すべての教職員が、学校の目標を共有し、その達成に向けた個人目標を主体的に設定して、校長等の指導・助言を受けながら、意欲的に取組みを進めることを基本としており、教職員が自らの目標を明確にし、育成（評価）者と認識を共通にするために、自己申告票を作成する。
〇　目標は、目標設定面談を通じて確定するが、学校の教育目標等の組織目標と明らかに異なる、具体性を欠く、当該教職員の役割・経験に照らして適切でない等の場合には、育成（評価）者から、適切な目標となるよう、目標の修正・変更の指導がある。
〇　引き続き、目標の設定にあたっては、教職員と十分に共通理解を図るよう、評価者研修等を通じて、周知を行ってまいる。
項目３
〇　学習指導要領における部活動の位置づけは、学校教育の一環として、生徒の自主的・自発底な参加により行われるものとされている。
〇　また、「大阪府における部活動等の在り方に関する方針」においては、部活動の指導・運営に係る体制の構築について、校長に対し、教員だけでなく、部活動指導員等の適切な指導者を確保していくことを基本としたうえで、教員の長時間勤務の解消等の観点を踏まえた適正な数の学校部活動の設置及び、学校全体としての適切な体制を構築するよう示している。
〇　そのうえで、教員の部活動にかかる負担軽減を目的として、技術的な指導や校外への引率などを職務とする部活動指導員については、今年度、府立学校103校に配置したところ。
　　また、令和5年度より推進している、部活動の活性化を図るとともに、部活動に係る教職員の負担軽減を図るため、82校41ペアによる複数校での合同部活動を行う「部活動大阪モデル」については、令和6年度に行った条件緩和により、指定されたペア校に部活動が無い等の理由により合同部活動の実施が困難な場合、ペア校以外との合同部活動の実施も「部活動大阪モデル」としても認め部活動指導員を配置可能とし、取り組んでいるところ。
　　併せて、令和7年1月に新たな人材バンクを開発し、運用を開始したところであり、部活動指導員の配置がより円滑に進むよう努めてまいる。
〇　加えて、今年度、運動部活動外部指導者派遣事業により府立学校112校288部、文化部活動の学校支援社会人等指導者活用事業により府立学校127校241部に対し、地域や社会で活躍する優れた技能や専門的な知識・指導力を備えた外部指導者を派遣している。
〇　なお、上記により設置される部活動に要する費用等については、原則各校において私費により会計処理されているものと認識している。
項目４（２）（３）（４）（１３）
〇　特別休暇については、よりよい府民理解を得られる制度にする観点から、民間状況も一定反映されている国制度を基本に見直しを行い、平成22年度から実施しているところ。
〇　育児・介護休業法の改正等を踏まえ、令和7年4月から、子の看護休暇の取得事由については、子の学校行事への参加等も対象となるよう見直すとともに、子を養育する職員の時間外勤務免除の請求について、子の対象年齢を小学校就学前までに引き上げたところ。
〇　育児休業の取得期間については、地方公務員の育児休業等に関する法律で規定されており、延長を行うことは困難である。
〇　育児短時間勤務の子の対象の拡大については、地方公務員の育児休業等に関する法律の規定から導入は困難である。
〇　休暇制度などの勤務条件等等については、従前から必要に応じて、府立学校長あて周知を図るとともに、研修会等のあらゆる機会を通じて周知してきたところ。また、「学校職場における勤務条件等（制度解説）」を今年度からは大阪府ホームページでも閲覧できるようにしたところ。引き続き、勤務労働条件の理解向上に向け、取り組んでまいる。
項目４（９）
〇　育児部分休業について、代替措置を講じることは困難である。
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